
 

 政 策 Ⅰ－１－(2)－⑤  

 

１．政策及び 16 年度重点施策等 

政 策 金融機能強化法の適切な運用 

 
16 年度 

重点施策 
 金融機能強化法に係る政令・府令等の整備及び適切な運用 

参考指標 
 政令・府令等の整備状況、金融機関等への資本参加の状況、経

営機能強化計画の履行状況の公表・フォローアップ等の状況 

 

２．政策の目標等 

法定任務 金融機能の安定 

 基本目標 金融機関が健全に経営されていること 

  重点目標 金融機関のリスク管理態勢が確立されていること 

 

３．政策の内容 

地域経済の活性化等が重要となっている中で、我が国における金融が十分な安心感

をもって円滑に行われるためには、金融機関は、企業再生や不良債権問題への対応な

ど、リスク対応のための体力を高めることが重要となっています。 

金融機能強化法に基づく公的資金制度は、合併等をはじめとする経営改革を行い、

地域において健全な金融機能を発揮し得る金融機関に対して、国が資本参加するもの

です。 

平成16年度においては、法施行に伴い、経営強化計画の内容の詳細、国の資本参加

に当たっての審査基準の詳細等必要な事項を定めた政令・府令等を整備するとともに、

資本参加についての申請を受けた場合に適切な対応を図ることとしました。 

 

４．平成 16 事務年度における事務運営についての評価 

金融機能強化法に基づく公的資本参加に係る主要な事項については、法律及び政府

令において明確化しました。また、これらを受けて、当局職員が実際の運用を行うに

当たっての対応を明確化し、法令の円滑な執行を確保するため、監督指針に運用上の

留意事項を規定しました。さらに、本制度の運用に当たり重要な機能を果たす金融機

能強化審査会が設置されました。 

本制度においては、株式等の引受け等に関する申込みがあった場合には、「信用供与

の円滑化等地域経済の活性化に資する方策」を盛り込んだ経営強化計画の提出を求め

た上で、地域における金融の円滑化等が見込まれるかどうか厳正に審査することとさ



 

れているとともに、株式等の引受け等を行った場合には、同計画の履行状況をフォロ

ーアップすることとされており、こうした取組みにより、地域における金融の円滑化

や中小企業の再生が図られるものと考えています。上記の対応により、本制度を実際

に運用するための枠組みは整ったものと考えています。 

なお、16 事務年度は、株式等の引受け等に関する申込みはありませんでした。 

 

５．今後の課題 

株式等の引受け等に関する申込みがあった場合は、法令に基づき適正に審査し、資

本参加が決定された場合には、提出された経営強化計画の公表及び計画の履行状況の

定期的な公表を行うなど適切な運用を図っていく必要があります。 

このため、平成 18 年度において、所要の政府保証枠等の予算要求を行う必要があり

ます。 

 

６．当該政策に係る端的な結論 

  政策の達成に向けて成果（制度整備等）が上がっており、今後もこれまでの取組み

（申込みがあった場合は、法令等に基づき適切な対応）を進めていく必要があります。 

 

 


